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事業概略書 

事 業 名 障害者の地域生活支援のためのニーズ把握と提供体制の検討について 

事 業 目 的 

 今後の地域生活支援について小規模入所施設のあり方、そこに求められ
る機能や資源について、さらに統合したグループホームのあり方について、
そしてそれでも抜け落ちてしまう対象像とはどのような方で、どのような
支援が必要となるのかを明らかにする。さらにこの度の総合支援法におい
て正式に対象となった難病の方、あるいは医療的ケアが必要な方も含めた
地域生活におけるニーズを把握し、どのような機能が今後、顕著となる障
害者並びに家族の高齢化・障害のあるご本人の障害の重度化に対応できる
ものなのかを分析、検証し、今後の障害福祉施策における豊かな住まいの
場の制度設計に資することを目的とする。 

事 業 概 要 

（１） 調査検討委員会の設置：研究者、実践者、当事者団体などの検討会
を設置し、本研究の目的を達成するために必要な議論を行った。 

（２） アンケート調査：アンケート調査を通じて本事業に求められる地域
生活支援についての機能の検証を行った。 

（３） 海外事例から考える：海外における事例の収集、文献収集を通じて、
今後の障害福祉施策における地域生活支援の提供体制を構築する上で
有効な事例を抽出し活用する。 

事業実施結果 

及び効果 

（１） 障害者の高齢化・重度化に対応する居住支援のあり方について、 
ハード面において必要とされる機能について抽出することができ
た。 

（２） ニーズに即したソフト事業の必要性（仮称：安心生活支援センター）
について、今後の必要な施策としての具体的な機能について示すこ
とができた。 

（３） 今後は、これらの成果をホームページ等で公表を行い、かつ各地の
フォーラム、研修会において紹介を行い、地域における居住支援、
安心拠点の整備の際の参考にするよう普及を図る。 
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